
担当コマ数の削減を前提とする契約更新を拒絶した予備校講師に対する雇止めは有効
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●勤務時間外の交通違反で免許停止となったことを理由に営業職の社員を異動させることはできるか
●業績回復の見通しが立たないため、在籍出向者に対して期間延長や別の出向先での勤務を命じることはできるか
●在籍出向社員が業務引き継ぎをせず退職する場合、どう対応すべきか
●当日の年休申請に対し、やむを得ない事由しか認めないことは問題か
●社内恋愛のもつれから業務を妨害する社員を懲戒処分できるか
●テレワークを前提に海外在住者を雇用する場合の留意点
●メンタルヘルス不調の社員と会社との面談に当該社員の家族を同席させることは問題か
●新型コロナウイルス感染症の後遺症がある社員にどう対応すべきか
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